
○福井市財務会計規則（抜粋） 

昭和３９年５月１５日 

規則第１１号 

 

第６章 契約 

 

（一般競争入札の参加者の資格等の公示） 

第８８条 契約権者は、施行令第１６７条の５第１項の規定により一般競争入札に参加する者に必

要な資格を定めたときは、その資格及び資格審査の申請の時期、方法等について、掲示又はイン

ターネットを利用して閲覧に供する方法（以下「掲示等」という。）により公示するものとす

る。 

（資格の審査及び名簿への登録） 

第８９条 契約権者は、一般競争入札に参加しようとする者の資格審査の申請があったときは、そ

の者が当該資格を有するかどうかを審査しなければならない。 

２ 契約権者は、前項の規定による審査により一般競争入札に参加する者に必要な資格を有すると

認められた者については、名簿に登録するものとする。 

（入札の公告） 

第９０条 施行令第１６７条の６第１項の規定による公告は、その入札期日の前日から起算して少

なくとも１０日前までに、掲示等により行なわなければならない。ただし、急を要する場合にお

いては、その期間を３日までに短縮することができる。 

２ 工事にあっては、前項の規定にかかわらず建設業法施行令（昭和３１年政令第２７３号）第６

条の見積期間とする。 

３ 第１項の公告には、施行令第１６７条の６に規定するもののほか、少なくとも次に掲げる事項

についての記載がなければならない。 

(1) 一般競争入札に付する事項 

(2) 入札保証金及び契約保証金に関する事項 

(3) 施行令第１６７条の５の規定により一般競争入札に参加するのに必要な資格が定められてい

るときは、資格を有するかどうかについて契約権者の審査を受けていなければ入札に参加でき

ない旨 



(4) 入札の無効に関する事項 

(5) 最低制限価格を設けたときは、その旨 

(6) 契約条項を示す場所及び期間に関する事項 

(7) 契約が議会の議決を要するものであるときは、その議決を得たときに本契約が成立する旨 

(8) 契約書作成の要否 

（入札保証金の額） 

第９１条 施行令第１６７条の７第１項の規定による入札保証金の額は、その者の見積りに係る入

札金額の１００分の５以上の額に相当する額とする。ただし、インターネットを利用して市の普

通財産及び物品の売払いを行う事務手続（以下「公有財産売却システム」という。）による一般

競争入札の場合は、予定価格の１００分の５以上の額に相当する額とする。 

（入札保証金の納付） 

第９２条 入札保証金は、現金又は第１６０条第１項各号に掲げる有価証券で納めさせなければな

らない。ただし、公有財産売却システムによる一般競争入札の場合は、公有財産売却システムを

管理する事業者が保証する書面を入札保証金の納付に代えることができる。 

２ 入札保証金は、契約権者の発する入札保証金納付書により、出納機関に納めさせるものとす

る。 

３ 出納機関は、前項の規定により入札保証金の納付があったときは、入札保証金納付済書を当該

入札に加わろうとする者に交付しなければならない。 

（入札保証金の免除） 

第９３条 契約権者は、一般競争入札を執行する場合において、次の各号のいずれかに該当する場

合は、入札保証金の全部又は一部を免除することができる。 

(1) 競争入札に参加しようとする者が、保険会社との間に本市を被保険者とする入札保証保険契

約を締結したことを証するにたる書類を提示したとき。 

(2) 競争入札に付する場合において、過去２年の間に本市若しくは他の地方公共団体又は国と種

類及び規模をほぼ同じくする契約を数回以上にわたって締結し、かつ、これらをすべて誠実に

履行したものについて、その者が契約を締結しないこととなるおそれがないと認められると

き。 

(3) 前２号に掲げる場合のほか、第８９条第２項の規定による登録を受けており、当該登録を受

けた者が契約を締結しないこととなるおそれがないと認められるとき。 



（入札保証金の還付） 

第９４条 入札保証金は、落札者以外の者に対しては落札者が決定したのち、落札者に対しては法

第２３４条第５項の規定により契約が確定したのち、それぞれ入札保証金還付請求書の提出を受

けて、還付するものとする。ただし、落札者の納付にかかる入札保証金については、当該落札者

の同意を得て契約保証金の全部又は一部に充当することができる。 

（入札保証金の受入れ及び払出しの手続） 

第９５条 入札保証金の受入れ及び払出しの手続については、契約権者が受入決定権者及び払出決

定権者となるほか、収入及び支出の例による。 

（予定価格及び最低制限価格の設定） 

第９６条 契約権者は、一般競争入札に付そうとするときはその価格をあらかじめ仕様書、設計書

等によって予定し、その予定価格を記載した書面（以下「予定価格調書」という。）を封書にし

て（市長が認めるときを除く。）、予定価格調書を開札の際に開札場所に置かなければならな

い。ただし、建設工事（建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第１項に規定する建設工

事をいう。）又は建設工事に係る製造の請負及び建設コンサルタント業務等（建設工事に係る測

量、建設コンサルタント業務、地質調査業務及び補償関係コンサルタント業務をいう。以下同

じ。）の委託に係る一般競争入札については、その予定価格を電子入札システムで設定する。 

２ 予定価格は、競争入札に付する事項の価格の総額について定めなければならない。ただし、一

定期間継続して行なう製造、修繕、加工、売買、供給、使用等の契約の場合においては、単価に

ついてその予定価格を定めることができる。 

３ 契約権者は、施行令第１６７条の１０第２項の規定により最低制限価格を定めようとするとき

は、別に定めるところによりこれを定め、予定価格に併記しなければならない。 

４ 予定価格及び最低制限価格を定める場合においては当該物件又は役務の取引実例価格、需給の

状況、履行の難易、契約数量の多少、履行期限の長短等を考慮しなければならない。 

５ 第３項の規定により最低制限価格を定めた場合は、予定価格の制限の範囲内で最低制限価格以

上の価格をもって申込みをした者のうち、最低の価格をもって申込みをした者を落札者とする。 

（総合評価方式による場合の手続） 

第９７条 契約権者は、施行令第１６７条の１０の２第２項の規定により価格その他の条件が市に

とって最も有利なものをもって申込みをした者以外の者を落札者としようとするときは、別に定

めるところにより調査した後、落札者を定めなければならない。 



２ 前項の規定により落札者を決定したときは、直ちに当該落札者及び前項の価格その他の条件が

市にとって最も有利なものをもって申込みをした者で落札者とならなかったもの等に必要な通知

をするとともに、その他の入札者に対しては適宜の方法により落札者の決定があった旨を知らせ

なければならない。 

３ 契約権者は、施行令第１６７条の１０の２第１項又は第２項の規定により価格その他の条件が

市にとって最も有利なものをもって申込みをした者を落札者としたときは、適切な方法により当

該落札者の氏名又は名称、当該落札者を決定した日その他別に定める事項を公表しなければなら

ない。 

（入札手続） 

第９８条 入札に参加しようとする者は、契約条項その他関係書類及び現場を熟知の上、入札書を

１件ごとに作成し、入札公告において示した日時及び場所において入札書を提出しなければなら

ない。 

２ 代理人をもって入札に参加しようとする者は、入札前に当該代理人が代理権を有することを証

するに足りる書面を提出しなければならない。 

（郵送による入札） 

第９９条 郵送により入札しようとする者は、入札日時及び入札の件名を表書きした封筒に入札書

を入れて、所定の日時までに所定の場所に到達するように書留郵便その他発送事実を証すること

のできる方法で送付しなければならない。 

２ 契約権者は前項による入札書を受理したときは、到達日時を記録して、封書のまま開札日時ま

で保管しなければならない。 

（インターネットを利用した入札） 

第９９条の２ インターネットを利用して入札しようとする者は、必要な事項を電子的方法により

入力し、所定の日時までに送信しなければならない。この場合において、市長が行う電子認証を

あらかじめ受けなければならない。 

（無効入札） 

第１００条 次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

(1) 入札を行う資格のない者のした入札 

(2) 所定の日時までに所定の入札保証金を納付しない者のした入札 

(3) 所定の日時までに所定の場所に到達しない入札 



(4) 入札書記載の金額を加除訂正した個所若しくは氏名の下に押印のないもの又はその記載が確

認できないもの（インターネットを利用した入札にあっては、市長が行う電子認証を受けてい

ないもの） 

(5) 同一事項に対して２通以上の入札をしたもの 

(6) 他人の代理を兼ね又は２者以上の代理をした者の入札 

(7) 入札価格を総額で入札すべきことを示してあるときに単価で入札したもの、又は単価で入札

すべきことを示してあるときに総額で入札したもの 

(8) 連合して行った者の入札 

(9) 当該入札について別に定めるところによりあらかじめ公表された設計金額を超える価格でさ

れた入札 

(10) 同一入札において、事業協同組合（中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）

第３条又は中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）第３条に規定する

組合又は団体をいう。）及びその組合員又は会員が行った入札 

(11) 同一入札において、次に掲げる資本的関係又は人的関係に該当する者が行った入札 

ア 親会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第４号の親会社をいう。以下同じ。）

と子会社（会社法第２条第３号の子会社をいう。以下同じ。）の関係 

イ 親会社を同じくする子会社同士の関係 

ウ 一方の会社の役員が他方の会社の役員を現に兼ねている関係 

エ 一方の会社の役員が他方の会社の管財人（会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第６

７条第１項又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第６４条第２項の規定により選任

された管財人をいう。）を現に兼ねている関係 

(12) その他入札者が、入札の条件に違反した入札 

（再度入札） 

第１０１条 施行令第１６７条の８第４項の規定により再度入札を行なうときは開札後ただちにそ

の場所においてこれを行なう。 

（落札の通知） 

第１０２条 契約権者は、落札者を決定したとき（第９７条第１項の規定により落札者を決定した

ときを除く。）は、直ちにその旨を入札者に通知しなければならない。 

（指名競争入札に参加することのできる者の資格審査及び名簿への登録） 



第１０３条 第８８条及び第８９条の規定は、施行令第１６７条の１１第２項の規定により指名競

争入札に参加する者に必要な資格を定める場合に、これを準用する。 

２ 前項の場合において、指名競争入札に参加する者に必要な資格が第８８条第１項の一般競争入

札に参加する者に必要な資格と同じである等のため前項において準用する第８９条の規定による

資格の審査及び名簿への登録を要しないと認められるときは、当該資格の審査及び名簿への登録

は行なわず、同条の規定による資格の審査及び名簿への登録をもってこれに代えることができ

る。 

（指名基準） 

第１０４条 指名競争入札に指名することのできる者は、次の各号のいずれかに該当するものでな

ければならない。 

(1) 過去における本市との契約の履行が誠実であった者 

(2) 契約の履行が誠実かつ確実と認められる者 

(3) その他市長が契約の種類及び金額に応じて市長の適格と認める者 

（入札者の指名） 

第１０５条 契約権者は、指名競争入札に付そうとするときは、指名競争入札に参加する者を、特

別の事情がない限り３名以上指名しなければならない。 

２ 契約権者は、前項の規定により指名競争入札に付する契約の入札者を指名したときは、当該入

札者に対し、施行令第１６７条の１２第２項に規定するもののほか、指名競争入札に付する事項

並びに第９０条第３項第２号及び第４号から第８号までに掲げる事項を通知しなければならな

い。 

（一般競争入札の規定の準用） 

第１０６条 第８９条から第１０２条までの規定は、指名競争入札の場合に準用する。 

（随意契約によることができる場合） 

第１０６条の２ 随意契約によることができる場合は、施行令第１６７条の２第１項第２号から第

９号までに規定する場合のほか、その予定価格（貸借の契約にあっては、予定賃貸借料の年額又

は総額）が次の表の左欄の区分に従い、同表の右欄に定める額を超えない契約（施行令第１６７

条の２第１項第１号の規定による随意契約）をする場合とする。 

（１） 工事又は製造の請負 １，３００，０００円



（２） 財産の買入れ ８００，０００円

（３） 物件の借入れ ４００，０００円

（４） 財産の売払い ３００，０００円

（５） 物件の貸付け ３００，０００円

（６） 前各号に掲げるもの以外のもの ５００，０００円

（随意契約の内容等の公表） 

第１０６条の３ 契約権者は、施行令第１６７条の２第１項第３号及び第４号の規定により随意契

約（物品の購入にあっては予定価格が８０万円を、役務の提供を受ける契約にあっては予定価格

が５０万円を超えない契約を除く。）を締結しようとするときは、第１号に掲げる事項を公表

し、当該契約を締結したときは、第２号に掲げる事項を公表するものとする。ただし、市長が必

要ないと認めるときは、この限りでない。 

(1) 契約の名称、契約の内容、発注を予定する時期、納入の期限又は履行の期限若しくは期間及

び契約の相手方の選定基準 

(2) 契約締結日、契約の内容、契約の相手方の名称、契約金額及び契約の相手方とした理由 

（随意契約の手続き） 

第１０７条 第９６条の規定は、随意契約について準用する。ただし、工事又は製造の請負契約に

ついてその予定価格が１３０万円以下、工事又は製造の請負契約以外の契約についてその予定価

格が５０万円以下及び契約権者が特に必要がないと認める場合は予定価格調書の作成を省略する

ことができる。 

２ 契約権者は、随意契約による場合においては、工事又は製造の請負契約についてはその予定価

格が１３０万円以下、工事又は製造の請負契約以外の契約についてはその予定価格が５０万円以

下のときを除き、なるべく２者以上から見積書を徴さなければならない。 

３ 契約権者は、第１０６条の２の表の左欄に掲げる随意契約のうち、第１号及び第６号（建設コ

ンサルタント業務等に限る。）による場合において、その予定価格が同表の右欄に掲げる金額以

下のときは、なるべく２者以上から見積書を徴さなければならない。 

（せり売り） 

第１０８条 第８８条から第９６条まで、及び第９８条、第１００条及び第１０２条の規定は、施

行令第１６７条の３の規定によりせり売りに付する場合に準用する。 

（契約書の作成） 



第１０９条 契約権者は、契約の相手方が決定したときは、ただちに契約書を作成しなければなら

ない。 

２ 契約権者が前項の規定による契約書を作成する場合において、当該契約の相手方が隔地にある

ときは、まず、その者の契約書の案を送付して記名押印させ、さらに当該契約の案の送付を受け

てこれに記名押印するものとする。 

３ 前項の場合において、契約権者が記名押印したときは、当該契約書の１通を当該契約の相手方

に送付するものとする。 

（契約書の記載事項） 

第１１０条 契約書には、その必要に応じて、次の各号に掲げる事項を記載するものとする。 

(1) 工事、製造又は給付の内容 

(2) 契約代金の額並びに支払いの時期及び方法 

(3) 工事着手の時期及び工事完成の時期又は給付の履行制限 

(4) 当事者の一方から設計の変更もしくは工事の中止の申出があった場合における損害の負担に

関する事項 

(5) 天災その他の不可抗力による損害の負担に関する事項 

(6) 価格等の変動もしくは変更に基づく契約代金の額又は工事もしくは給付の内容の変更 

(7) 工事、製造又は給付の完了の確認又は検査の時期 

(8) 破壊もしくは分解又は試験による検査を行なうことによって生じた復旧又は手直し工事の費

用負担に関する事項 

(9) 契約違反に伴う損害賠償に関する事項 

(10) 工事、製造又は給付の目的物に契約不適合があった場合における契約不適合責任に関する

事項 

(11) 契約に関する紛争の解決方法 

(12) 契約の解除に関する事項 

２ 工事又は製造の請負契約にかかる契約書には、その付属書類として品名、数量、単価、金額等

を記載した工事費内訳明細書、工程表、図面、設計書及び仕様書の添付がなければならない。た

だし、契約権者が契約の性質、その他特別の事由によりその添付の必要がないと認めるときは、

その添付を省略することができる。 

３ 契約書には、必要に応じて前２項に規定するもの以外の事項については記載又は書類の添付を



することを妨げるものではない。 

（契約書の作成の省略） 

第１１１条 第１０９条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する契約については、契

約書の作成を省略することができる。 

(1) 随意契約による工事又は製造の請負契約で、その契約代金の額が１３０万円以下であるもの 

(2) 指名競争入札の方法又は随意契約による物品の購入契約で、その契約代金の額が８０万円以

下であるもの 

(3) 前２号に掲げるもの以外のものの随意契約による契約で、その契約代金の額が５０万円以下

であるもの 

(4) せり売りによる契約 

(5) 物品を売り払う契約で、買受人が直ちに代金を納付して、その物品を引き取るもの。 

２ 前項の規定により契約書の作成を省略した場合において、当該契約書の作成の省略に係る契約

が次の各号のいずれかに該当する契約であるときは、契約に必要な事項を記載した請書を提出さ

せるものとする。 

(1) 前項第１号に掲げる工事の請負契約 

(2) 前項第１号に掲げる製造の請負契約及び同項第２号に掲げる契約で、その契約代金が５０万

円を超えるもの 

(3) 前２号に掲げる契約以外の契約で、契約の適正な履行を確保するため、市長が特に必要と認

めるもの 

（契約保証金） 

第１１２条 施行令第１６７条の１６第１項の規定により契約の相手方に納付させる契約保証金の

額は、契約代金の１００分の１０以上の額とする。ただし、公有財産売却システムによる一般競

争入札の場合は、入札保証金の額と同額とする。 

２ 契約権者は、締結する契約が工事請負契約の場合において、契約金額の増減があったときは、

増減の割合に従って契約保証金を増減するものとする。ただし、契約金額の増減が最初の契約金

額に対し３割以内であるときは、この限りでない。 

（契約保証金に代わる担保） 

第１１２条の２ 契約権者が契約保証金の納付に代えて提供させることのできる担保は、第１６０

条第１項各号に掲げる有価証券のほか、当該契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払



いを保証する銀行又は契約権者が確実と認める金融機関若しくは保証事業会社（公共工事の前払

金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社を

いう。）の保証とする。 

（契約保証金の免除） 

第１１３条 契約権者は、次の各号のいずれかに該当する契約を締結するときは、契約保証金の全

部又は一部を免除することができる。 

(1) 契約の相手方が保険会社との間に本市を被保険者とする履行保証保険契約を締結し、当該契

約を締結したことを証する書類を提出したとき。 

(2) 契約の相手方が保険会社との間に本市を債権者とする工事履行保証契約を締結し、当該保証

証券を提供したとき。 

(3) 施行令第１６７条の５第１項又は施行令第１６７条の１１第２項に規定する経営の規模及び

状況を要件とする資格を有する者と契約（工事請負契約を除く。）を締結する場合において、

その者が過去２年の間に本市若しくは他の地方公共団体又は国（公社、公団等を含む。以下同

じ。）と種類及び規模をほぼ同じくする契約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠

実に履行し、かつ、契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるとき。 

(4) 法令に基づき延納が認められる場合において、確実な担保が提供されたとき。 

(5) 物品を売り払う契約を締結する場合において、売払代金が即納されるとき。 

(6) 随意契約を締結する場合において契約の相手方が契約を履行しないこととなるおそれがない

とき。 

(7) 国又は他の公共団体と契約を締結するとき。 

(8) 第１１１条の規定により契約書の作成を省略することができる契約を締結するとき。 

(9） 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法律第１１７

号）第２条第２項に規定する特定事業に係る契約を締結する場合において、契約の相手方が契約

を履行しないこととなるおそれがないとき。 

（契約保証金の還付） 

第１１４条 契約保証金（第１１２条の２に規定する契約保証金に代わる担保を含む。）は、工

事、製造又は給付の確認又は検査が終了した後、契約の相手方からの契約保証金還付請求書の提

出を受けて、還付するものとする。 

（入札保証金に関する規定の準用） 



第１１５条 第９２条及び第９５条の規定は、契約保証金を納付させる場合並びに受入れ及び払出

しをする場合に準用する。この場合において、第９２条中「入札保証金納付書」「入札保証金納

付済書」及び「当該入札に加わろうとするもの」とあるのは、それぞれ「契約保証金納付書」

「契約保証金納付済書」及び「当該契約を締結しようとするもの」と読み替えるものとする。 

（保証人） 

第１１６条 契約権者は、契約の性質上、保証人又は連帯保証人を必要と認めるときは契約相手方

をして保証人又は連帯保証人をたてさせることができる。 

（仮契約） 

第１１７条 契約権者は、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和

３９年条例第１２号）の規定により議会の議決を必要とする契約については、議会の議決を得た

ときに本契約が成立する旨の文言を付加し、次の各号に掲げる事項を記載した仮契約書により仮

契約を締結しなければならない。 

(1) 仮契約の内容 

(2) 仮契約の主たる条件 

(3) 仮契約の相手方の住所氏名 

(4) 仮契約を締結した年月日 

(5) その他必要な事項 

２ 契約権者は、仮契約を締結した事案について議会の議決を得たときは、遅滞なくその旨を契約

相手方に通知しなければならない。 

（監督及び検査の協力義務） 

第１１８条 契約権者は、監督及び検査の円滑な実施を図るため、当該契約の相手方をして監督及

び検査に協力させるために必要な事項を約定させなければならない。 

（監督） 

第１１９条 契約権者又は契約権者から監督を命ぜられた職員（以下契約権者から監督を命ぜられ

た職員を「監督職員」という。）は、必要があるときは工事、製造その他の請負契約にかかる仕

様書及び設計書に基づいて当該契約の履行に必要な細部設計図、原寸図等を作成し、又は契約の

相手方が作成したこれらの書類を審査して承認しなければならない。 

２ 監督職員は、必要があるときは、工事、製造その他の請負契約の履行について立ち会い、工程

の管理、履行途中における工事、製造等に使用する材料の試験又は検査等の方法により監督し、



契約の相手方に必要な指示をしなければならない。 

３ 監督職員は、監督の実施にあたっては、契約の相手方の業務を不当に妨げることのないように

するとともに、監督によって特に知ることができたその者の業務上の秘密に属する事項は、これ

を他にもらしてはならない。 

（監督職員の報告） 

第１２０条 監督職員は、監督の結果について契約権者と緊密に連絡するとともに、契約権者の要

求に基づき、又は随時に監督の実施について報告をしなければならない。 

（検査） 

第１２１条 契約権者又は契約権者から検査を命ぜられた職員（以下「検査職員」という。）は、

工事、製造その他の請負契約について、その工事又は給付が完了したときは、契約書、仕様書、

設計書その他の関係書類に基づき、かつ必要に応じて当該契約にかかる監督職員の立ち会いを求

め、当該工事もしくは製造又は給付の内容について検査を行なわなければならない。 

２ 検査職員は、物件の買入れその他の契約について、その給付が完了したときは、契約書、その

他の関係書類に基づいて、当該給付の内容及び数量について検収を行なわなければならない。 

３ 前項の場合においては、必要に応じ破壊もしくは分解又は試験をして検査又は検収を行なうも

のとする。 

４ 検査職員は、第１項又は第２項の規定による検査又は検収の実施にあたっては、契約の相手方

又はその代理人の立ち会いを求めなければならない。 

５ 検査職員は、前４項の規定により検査又は検収をしたときは、検査調書又は検収調書を作成し

契約権者に提出しなければならない。ただし、第１１１条第１項第１号又は第２号の規定により

契約書の作成を省略した契約については、関係帳票類に検査又は検収を了した年月日を記載し、

押印することによって、検査調書又は検収調書に替えることができる。 

６ 前項の場合において、その工事若しくは製造又は給付の内容が契約の内容に適合しないもので

あるときは、その旨及びその措置についての意見を付さなければならない。 

（兼職禁止） 

第１２２条 監督職員と検査職員は、それぞれこれを兼ねることができない。 

（監督又は検査もしくは検収を委託して行なった場合の確認） 

第１２３条 契約権者は、施行令第１６７条の１５第４項の規定により職員以外の者に委託して監

督又は検査もしくは検収を行なわせた場合においては、当該監督又は検査もしくは検収の結果を



確認し、当該確認の結果を記載した書面を作成しなければならない。 

２ 前項の委託にかかる契約の代金は、同項の書面に基づかなければ支払いをしてはならない。 

（代価の支払い） 

第１２４条 契約代金は、第１２１条第５項の規定による検査調書又は検収調書に基づかなければ

支払いをしてはならない。 

（部分払） 

第１２５条 契約権者は、工事若しくは製造の既済部分又は物件の既納部分について、その全部の

完済前又は完納前にその代価の一部分を支払う旨の約定をすることができる。 

２ 前項の場合において、当該部分払をする額は、工事又は製造についてはその既済部分に対する

代価の１０分の９、物件の買入れについては、その既納部分に対する代価をこえるものとするこ

とができない。ただし、性質上可分の工事又は製造における完済部分に対しては、その代価の全

額まで支払うものとすることができる。 

３ 第１２１条及び前条の規定は、前２項の規定により部分払をする場合における検査又は検収及

び代金の支払をする場合に準用する。 

（建物等についての火災保険等） 

第１２６条 前条第１項の規定により、部分払に関する約定をする場合において、部分払の対象と

なる工事又は製造にかかるものが、その性質上火災保険等契約の目的となりうるものであるとき

は、これに市を受取人とする火災保険等を付し、かつ当該証書を市に提出する旨約定させなけれ

ばならない。 

（権利義務の譲渡等の禁止の約定） 

第１２７条 契約権者は、契約により生ずる権利又は義務をいかなる方法をもってするを問わず、

譲渡承継させ、もしくは担保に供し、又は工事、製造もしくは供給を一括して他人に請負わせ、

もしくは委任することができない旨の約定をしなければならない。ただし、特別の必要があって

市長の承認を受けたときは、この限りでない。 

（名義変更の届出） 

第１２８条 契約権者は、法人又は組合とその代表者の名義をもって契約する場合においては、そ

の代表者に変更があったときは、その名義変更にかかる登記事項証明書その他これを証する書類

を添えて、その旨を届けでる旨を約定させなければならない。 

（契約の解除） 



第１２９条 契約権者は、契約の相手方が次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解除する

ことができる旨の約定をすることができる。 

(1) 契約期間内に契約を履行しないとき、又は契約期間内に契約を履行する見込みがないと明ら

かに認められるとき。 

(2) 着手期間を過ぎても履行に着手しないとき。 

(3) 工事請負契約にあっては、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２８条第３項若しくは

第５項の規定による営業の全部若しくは一部の停止又は建設業法第２９条若しくは第２９条の

２の規定による許可の取消しを受けたとき。 

(4) 前３号の一に該当する場合を除くほか、契約に定めた事項に違反したとき。 

(5) 契約締結後、その入札について不正の行為があったことを発見したとき。 

(6) 法令（条例及び規則を含む。）の規定により一定の資格を要する場合において、その資格が

ないことを発見したとき。 

(7) 役員等（契約の相手方が個人である場合はその者を、法人である場合はその役員又はその支

店若しくは常時請負契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員による不

当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員

（以下「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

(8) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団を

いう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

(9) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的

をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

(10) 役員等が、暴力団若しくは暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直

接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められると

き。 

(11) 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められると

き。 

(12) 下請契約又は資材若しくは原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が第７号

から前号までのいずれかに該当することを知りながら、当該相手方と契約を締結したと認めら

れるとき。 

(13) 受注者が、第７号から第１１号までのいずれかに該当する者を下請契約又は資材若しくは



原材料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合（前号に該当する場合を除く。）にお

いて、契約権者が契約の相手方に対して当該契約の解除を求め、契約の相手方がこれに従わな

かったとき。 

２ 契約権者は、前項各号の一に該当しない場合であってもやむを得ない事由があるときは、契約

を解除し、又はその履行を中止させ、若しくはその一部を変更することがある旨の約定をするこ

とができる。 

（解除等の通知及び契約の変更） 

第１３０条 契約権者は、前条第２項の規定による約定に基づき契約を解除し、又はその履行を中

止させるときは、その理由、期間その他必要な事項を記載した書面をもって契約の相手方に通知

しなければならない。 

２ 契約権者は、前条第２項の規定による約定に基づき契約の一部を変更する必要があるときは、

契約の相手方と契約の変更に関する契約を締結しなければならない。 

 


